
新たな広域連携について



新たな広域連携制度の創設

① 連携協約制度の創設

② 事務の代替執行制度の創設

※ 施行期日：公布の日から６カ月以内で政令で定める日

１１１１ 地方自治法の主な改正点（地方自治法の主な改正点（地方自治法の主な改正点（地方自治法の主な改正点（H26.5.30公布）公布）公布）公布）



（１）連携協約の意義（法第252条の２）

⇒ 地方公共団体の「事務」を分担する際に有効。

◇ 地方公共団体間で連携して事業を実施するに当たり、基本的な方針や役

割分担を決めるなど、いわば『政策合意』を行うもの。

◇ 連携協約による政策合意に基づいて事業を実施することになる結果、組合

や協議会のような別組織を作る必要がない。

【事務の共同処理（従来からの制度）】

◆ 公平委員会の事務や住民票の写しの交付等の事務を委託。（地方自治法第252条の14第1項）

◆ ゴミ処理やし尿処理等の事務を一部事務組合で実施。（地方自治法第286条第１項）

連携協約（新たな制度）連携協約（新たな制度）連携協約（新たな制度）連携協約（新たな制度）

簡素で、効率的な相互協力の仕組み。



◇普通地方公共団体は、協議により規約を定め、そ

の事務の一部を、当該普通地方公共団体の名におい

て、他の普通地方公共団体の長等に管理・執行させ

ることができる。

（２）事務の代替執行（法第252条の16の2）



２２２２ 新たな広域連携新たな広域連携新たな広域連携新たな広域連携









◆ 新たな広域連携制度においては、それぞれの地域のそれぞれの地域のそれぞれの地域のそれぞれの地域の

実情に応じた柔軟な取組が可能実情に応じた柔軟な取組が可能実情に応じた柔軟な取組が可能実情に応じた柔軟な取組が可能となることから、関係

する市町村の連携が図られるよう、県として必要な支県として必要な支県として必要な支県として必要な支

援を行っていく。援を行っていく。援を行っていく。援を行っていく。

３ 県として

◆ 新たな広域連携制度でご不明な点、市町村の有する

事務でお困りの点等ございましたら、お気軽に県（市町

村課）へお問い合わせ下さい。





以下 参考資料

① 地方自治法の一部を

改正する法律の概要

② 地方中枢拠点都市

③ 定住自立圏構想



１ 指定都市制度の見直し

○ 区の役割の拡充

・区の事務所が分掌する事務を条例で定めることとする。（法第252条の20第2項関係）

・市長の権限に属する事務のうち、主として総合区の区域内に関するものを処理させるために、

区に代えて総合区を設け、議会の同意を得て選任される総合区長を置くことができることとする。

（法第252条の20の2関係）

○ 指定都市都道府県調整会議の設置

・指定都市及び都道府県の事務の処理について、連絡調整を行うために必要な協議をする指

定都市都道府県調整会議を設置することとする。（法第252条の21の2関係）

・指定都市の市長又は都道府県知事は、協議を調えるため必要と認められるときは、総務大臣

に対し、指定都市都道府県勧告調整委員に基づき、必要な勧告を行うよう申し出ることができる

こととする。（法第252条の21の3関係）

① 地方自治法の一部を改正する法律の概要

２ 中核市制度と特例市制度の統合

・特例市制度を廃止し、中核市の指定要件を「人口20万人以上の市」に変更するとともに、現在

の特例市に係る必要な経過措置を設けることとする。（法第252条の22第１項関係）



３ 新たな広域連携制度の創設

○ 「連携協約」制度の創設

・普通地方公共団体は、他の普通地方公共団体と連携して事務を処理するに当たっての基本

的な方針及び役割分担を定める連携協約を締結できることとする。（法第252条の2関係）

・連携協約に係る紛争があるときは、自治紛争処理委員による処理方策の提示を申請すること

ができることとする。（法第251条の3の2、法第252条の2第7項関係）

○ 「事務の代替執行」制度の創設

・普通地方公共団体は、その事務の一部を、当該普通地方公共団体の名において、他の普通

地方公共団体の長等に管理・執行させること（事務の代替執行）ができることとする。（法第252

条の16の2～法第252条の16の4関係）

４ その他

・認可地縁他団体が所有する不動産に係る登記の特例を創設する。（法第260条の38、法第

260条の39関係）

５ 施行期日

・１は公布日から２年以内で政令で定める日。

・２、４は平成27年４月１日。

・３は公布日から６月以内で政令で定める日。



地方中枢拠点都市とは

要件

① 中核市であること。

※ 地方自治法が改正され、中核市の要件が「人口20万人以上の市」に緩和。

② 昼夜間人口比率１以上であること。

② 地方中枢拠点都市とは



①経済成長のけん引 ②都市機能の集積

A市

（中枢拠点都市）

③生活関連機能サービスの向上

B町 C市

地方中枢拠点都市圏域イメージ図

連携協約連携協約連携協約連携協約 連携協約連携協約連携協約連携協約



① 圏域全体の経済成長のけん引。

② 高次の都市機能の集積。

③ 圏域全体の生活関連サービスの向上。

地方中枢拠点都市が担う役割及び財政措置

役 割

■ 平成26年度については、国費モデルとして

１．３億円を計上。

■ 平成27年度より、本格的に財政措置を講じる。

財政措置



◆ 委託事業の内容

連携協約に基づく地方公共団体の新たな広域連携の全国展開を図るため、連携協約締結に向

けた取組及び関係者間の調整等を推進し、先行的モデルを構築するもの。

◆ 委託先

新たな広域連携の取組を進める意欲があり、今後速やかに連携協約を締結する見込みの

地方公共団体（都道府県及び市町村）。

◆ 対象経費

先行的モデルとなる連携協約締結に向けた準備に要する経費（※ 国委託事業費最大1,500万円）

募集に対して、１４件の応募があり、外部有識者による提案内容の評価を参考にして、盛岡市を含む盛岡市を含む盛岡市を含む盛岡市を含む

委託先１１件を決定委託先１１件を決定委託先１１件を決定委託先１１件を決定。

事業概要

提案募集の結果

新たな広域連携モデル事業について

関係者による協議会等の運営経費、計画等の策定経費など連携協約の締結に向けた準備

に要する経費、連携協約に規定予定の取組を試行的に一部実施するために要する経費等

が対象



③ 定住自立圏構想とは












